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１ 目的 

この基準は、地方独立行政法人大阪産業技術研究所（以下「法人」という。）の契約に

おいて、公募型プロポーザル方式により事業者を選定するにあたり、遵守すべき手続等

に必要な基本的事項を定めることにより、公募型プロポーザル方式の公平性、透明性及

び競争性を確保し、適正かつ円滑な運用を行うことを目的とする。 

２ 定義 

公募型プロポーザル方式は、高度な知識・技術や創造性、構想力、ノウハウや応用力

が要求される業務等を対象とし、公募により複数の者から企画・技術等の提案を受け、

その中から意欲及び実績・能力等を総合的に評価し、法人が調達する業務等の目的に最

も合致した企画・技術能力等を有する事業者を選定する方式で、一般競争入札及び総合

評価一般競争入札に適しないものの調達にあたり採用する手法とする。 

３ 選定委員会 

選定委員会を次に定めるところにより設置し運用する。 

(1) 選定委員会の役割 

   選定委員会では、審査基準等にもとづき、提出された提案やプレゼンテーションの

内容を公正に審査し、法人が調達する業務等の目的に最も合致した企画・技術能力等

を有する事業者（以下「最優秀提案事業者」という。）及び必要に応じて次点者を選定

する。 

なお、審査の結果、提案者の全員が要求水準を満たさない場合は理由を明らかにし、

最優秀提案事業者等を選定しないことができる。 

(2) 選定委員会の構成 

事業者の選定手続きには外形的公正性が求められることから、選定委員会は原則と

して法人外の第三者による委員を中心として構成する。 

また、調達する業務の目的、性質及び内容をふまえ、民間企業の有する創造性、ノ

ウハウを的確に評価できる評価項目を設定し、提案された内容を評価項目に則って適

正に審査できる委員を選定する。 

４ 委員の選任等 

 (1) 外形的公正性の確保 

選定委員会の委員の選定に当たっては、外形的公正性を担保するため、委員構成に

ついて入札審査会の審査に付するものとする。また、客観性を高めるため、必要に応

じて団体推薦により、法律・会計・経営分野（以下「法律等分野」という。）の専門家



を加えることとする。 

 (2) 委員名の事後公表 

  委員と提案者との間に利害関係が生じたり、提案者から委員への故意（不正行為目的）

の接触を防止するため、委員名については事後公表とする。 

  また、委員及び法人は、事業者選定終了までの間、提案者に委員名が容易に知られな

い環境を確保するよう努めるものとする。 

(3) 公正な委員会の運営 

 ① 委員選任後の確認 

   委員と提案者との間の接触又は利害関係等の有無について、選定委員会の審査開始

前等に委員からの聴き取り等により確認することとする。 

事業者選定終了までの間に、提案者から委員に対して故意の接触があった場合は、 

委員は法人へ通報することとし、当該提案者を選定対象から除外するものとする。 

② 委員の審査関与制限等 

   委員会の審査に入り、委員から審査内容に関して利害関係がある旨の申告があった

場合は、当該審査に関与しないこととする。 

また、委員が故意に不正行為を行った場合は、委員は辞退（解任）する。 

③ 委員の補充等の対応 

提案者の不正行為等が認められた場合は、その後の委員会運営を継続することにつ

いて問題がないか確認を行い、適正な審査の継続が不可能と判断した場合は、改めて

委員の補充等の対応を図ることとする。 

※「適正な審査の継続が不可能」とは、法律等分野の委員が欠けた場合、専門分野

を審査する委員が欠けた場合等が考えられる。 

(4) 委員報酬等 

   選定委員会の委員の報酬額は、法律等分野の委員については、大阪府の附属機関の

委員報酬額に準拠し、それ以外の委員については、他の基準により報酬額を設定でき

ることとする。また、委員の費用弁償の額は、旅費として交通費実費相当額とする。 

５ 公募要領 

  法人は、公募型プロポーザル方式による事業者選定にあたっては、次の事項を記載し

た公募要領を作成するものとする。  

(1) 公募事項（案件名、事業目的、業務内容、予定契約（履行）期間、実施場所等） 

(2) 応募資格（契約締結者の基本要件、入札参加資格有無・業種、実績・経験等） 

(3) スケジュール（募集開始から契約締結、業務着手・完了に至るまでの予定等） 

(4) 応募手続（説明会、提出書類、質疑回答、申込み・受付方法・場所・期間等） 

(5) 審査・選定方法（評価点が同点の場合の決定方法を含む。） 

(6) 審査基準・配点（必要に応じ委託金額上限、参考価格提示） 

  (7) 失格事由（選定対象除外事由） 



  (8) 提案者が１者又はない場合の取扱い（取り止めの有無、通知方法等） 

(9) 選定・非選定結果の通知方法、結果に対する質問方法   

 等 

(10) 選定結果の公表方法・内容 

(11) 提出関係書類様式一式  等 

＊  公募要領については、内容に応じて選定委員会の委員の意見を聴取し、作成する

こととする。 

＊   また、以上の項目は、標準的な公募要領についての基本的な記載事項（順不同）

であり、調達する業務等の種類・内容・手続き等に応じて、必要な事項を追加する

など、できる限り詳しくわかりやすい内容とすることに留意しなければならない。 

６ 公募方法 

   法人は、公募型プロポーザル方式による事業者選定にあたっては、調達する業務等に

かかる企画・技術提案について、次の方法により公募するものとする。 

(1) 公示 

法人のホームページにおいて、公募要領等、公募内容に関する情報を公表すること

により公示する。 

(2) 募集期間 

(1)により公募を開始した日から企画・技術提案の提出期限までは、原則として１ケ

月間（土曜日、日曜日及び休日を含む。）以上を確保し、募集期間とするものとする。  

ただし、事業者選定の案件が公知であるなど合理性が認められる場合又は設置団体

からの運営費交付金に関わるもので設置団体の予算成立の遅れなど止むを得ない場合

は、募集期間を短縮できることとする。 

募集期間を短縮する場合においては、公募型プロポーザル方式による案件の規模・

内容等に応じて、公募の趣旨・目的を損なわないように十分留意し、募集期間を設定

しなければない。 

(3) 説明会・質疑等 

公募内容について、必要に応じて説明会を開催するとともに、公募内容についての

質問に対する回答は、応募者全員に対して通知しなければならない。 

７ 提案審査 

   公募型プロポーザル方式による応募者からの企画・技術提案の審査は、次により行う

ものとする。 

(1) 審査基準 

   公募型プロポーザル方式により調達する業務等の目的、性質及び内容等をふまえて、

企画・技術提案の審査を行うための審査基準を設定し、審査基準には審査項目及び審

査項目ごとの審査の視点や内容を客観的にわかりやすく、明記する。 

(2) 審査基準の配点 



   公募型プロポーザル方式により調達する業務等の目的、性質及び内容等をふまえて、

下記の基本的な考え方に留意して、(1)の審査基準の審査項目ごとに得点を配分するも

のとする。 

(3) 審査方法 

    公募型プロポーザル方式により調達する業務等の目的、性質及び内容等をふまえ、

選定委員会において、応募資格を有する者の提案の中から、審査基準及び配点にもと

づき、審査を行う。 

    その際には、内容に応じて第１次及び第２次に分け審査・選定を行うことや、提案

者の意欲や理解力及び提案内容をより把握するため、必要に応じてプレゼンテーショ

ンの機会を設けるなど、総合的に審査を行うものとする。 

また、審査にあたっては、可能な限り提案事業者の商号又は名称、代表者氏名など

を匿名とし、提案金額を求める場合には、企画・技術提案と価格提案を分離して評価

することなど、提案内容をより客観的かつ公正に審査できるようにし、審査過程にお

いて恣意性が働かない、あるいは恣意的に行われているとの疑念を生じさせることの

ない手続きを経るようにしなければならない。 

(4) 採点方法 

公募型プロポーザル方式では多様な業務内容を対象とし、一律の採点方法を採用し

がたいことから、選定委員の採点方法については、下記の①を基本とするが、②又は

③の方式を選択できるものとする。また、それぞれの組み合わせも可能とする。 

① 法律等分野以外の委員の配点ウエイトを高める方法 

② 法律等分野の委員は自らの配点を持たず、選考過程等に外形的公正性が担保され

ているかのチェック機能を担当し、最終の評価決定には、法律等分野の委員の合意

を必要とする方法 

③ すべての委員の配点を同一にするか、評価項目ごとにすべての委員合議による採

点とする方法 

 (5) 最優秀提案事業者の決定 

   審査の結果、評価点が最高点の者を最優秀提案事業者とする。 

   ただし、最高点の者が複数者いる場合は、原則として提案金額の安価な提案事業者

を最優秀提案事業者とする。なお、選定委員会の意見も踏まえ、提案金額によらない

ことも可能であるが、その場合は下記①又は②の方式を選択するものする。 

決定方法は、事前に公募要領に記載するものとする。 

① 選定委員による合議 

② 選定委員による多数決 

８ 事業者の選定方法 

  法人は、最優秀提案事業者を特別の理由がないかぎり、契約交渉の相手方に決定する。 

ただし、成果品に法人の戦略性が極めて強く要請される場合又は最優秀提案事業者以



外の提案の方が、法人の期待する効果がより達成できると見込まれる場合には、理事会

の決定を経て、最優秀提案事業者以外の者を契約交渉の相手方とすることができる。 

９ 結果公表 

   法人は、公募型プロポーザル方式により最優秀提案事業者の選定を行い、上記９の契

約交渉の相手方を決定した場合は、選定結果に関する情報について、次の方法により公

表するものとする。 

(1) 公表方法 

法人のホームページにおいて、選定結果に関する情報を公表する。 

  選定結果を公表する期間は、１年間とする。 

(2) 公表時期及び公表内容 

選定の手続や選定の過程等の透明性を高めるため、次の内容を契約交渉の相手方が決

定した後、速やかに公表するものとする。 

① 最優秀提案事業者及び契約交渉の相手方と評価点 ＊品質点及び価格点を配点し

た場合の価格点・提案金額 

② 全提案事業者の名称 ＊申込順 

③ 全提案事業者の評価点 ＊得点順  内容は①に同じ 

④ 最優秀提案事業者の選定理由 ＊講評ポイント 

⑤ 選定委員会委員の氏名及び選任理由 

    ⑥ その他 

     最優秀提案事業者と契約交渉の相手方が異なる場合は、その理由 

＊ 選定結果に関する情報はホームページ等によって広く公開することから、落選し

た事業者の競争上の地位に配慮し、また、より多くの提案を受け競争性を向上させ

る趣旨から、②と③との対応関係を明らかにしないこととし、②は申込順に、③は

評価点（品質点と価格点の合計）の得点順にそれぞれ記載する。 

＊ 応募が２者の場合は、同様の趣旨から評価点に関する情報については①を公表し、

③は公表しないこととする。この場合は最優秀提案事業者の選定理由（④）におい

て、２者の比較がよりわかりやすいように示さなければならない。 

(3) 公募要領への記載 

上記の(2)の内容を公表する旨、あらかじめ公募型プロポーザルの公募要領に記載の

上、募集開始時に公表し周知するものとする。 

10 失格事由 

  提案者に次の行為があった場合は、失格（選定対象からの除外）とするとともに、別

途、入札に準じて入札参加停止等の措置を講じることとする。また失格事由は、公募要

領に明記することとする。 

(1) 委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めること。 

(2) 他の提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 



(3) 事業者選定終了までの間に、他の提案者に対して応募提案の内容を意図的に開示す

ること。 

(4) 応募提案書類に虚偽の記載を行うこと。 

(5) その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

11 その他 

   公募型プロポーザル方式により事業者選定を行った結果、２回連続して提案事業者が

１者であった案件については、別紙に定める参加意思確認手続を毎回経た上で、現行事業

者と随意契約をすることができるものとする。ただし、当該参加意思確認手続を経た随意

契約を反復してできる回数は３回までとし、契約期間の合計は３年以内とする。 

 

 


